






 
 

 

 

 

 

 



 
 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  



 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



 

 

 

 

 

         

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 



 

- 21 - 

  １０．国家的産業（半導体分野等）を地方税課税 

     免除で支える自治体への支援措置について 
 

国家的に支えるべき産業に関する地方税を課税免除した自治体については、普通交

付税の減収補てん措置の対象となる資産として償却資産（機械・装置）を追加してい

ただきますよう要望します。 

 

【理 由】 

本市においては、半導体の主力生産拠点となる大規模工場が立地しており、償却資

産（機械・装置）が農村地域工業等導入促進法により地方税（固定資産税等）の減収

補てんの対象であった頃から、土地、家屋、償却資産（機械・装置）の課税免除を行

っております。 

 課税免除に関し、以前は、「農村地域工業等導入促進法」により土地、家屋、償却

資産（機械・装置）が減収補てん措置の対象とされていましたが、その減収補てんが

終了し、現在は「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律」（以下「地域未来投資促進法」という。）を適用しております。 

 ところが、この「地域未来投資促進法」では、地方税（固定資産税等）の課税免除

に伴う補てん措置の対象となる資産は、土地・建物・償却資産（構築物）に限定され

たため、償却資産（機械・装置）については、市独自で課税免除を継続することにな

り、市の財政運営に大きな影響が生じております。 

 

 現在、当市においては、当該工場での生産力増強のための増設工事や産業団地への

新たな大企業（半導体関連）の進出により、今後、大規模な生産設備が導入され、さ

らに、課税免除額が増大するものと危惧しており、市独自の課税免除制度の縮小に向

けた条例改正を検討しております。 

 

 半導体は、５Ｇ・ＩｏＴ・自動運転・スマートシティ・ＤＸ等のデジタル社会を支

える重要基盤であり、安全保障にも直結する重要な戦略技術であり、国家的に支える

べき産業であると考えております。 

 つきましては、国家的産業に関し、課税免除を行った場合には、減収補てん措置の

対象に、償却資産（機械・装置）を追加していただきますよう要望します。 
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半導体の主力工場の増設状況 

 

  

 

 

南諫早産業団地への進出企業 
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京セラ株式会社との立地協定式 令和５年４月５日 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 




